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筑後産 ヒメ トビウンカによるイネ縞葉枯

ウイルスの媒介能力(1)
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九州7県 におけるイネ縞葉枯病の発生は,第1表 に示

したように近年少発生に経過 していたが,1984,85年 に

急増 した。84年 は九州南部,85年 は南西部における多発

生によるものである。特 に85年 の南西部地域においては

中後期発病 による被害が多かった。また,従 来本病によ

る被害が問題にならなかった沖縄では84年 に八重山地方

に広 く発生が認められ,85年 には本島及び八重山で発生

した。

本病の九州地域における最初の多発生は60年 代におけ

る流行であるが,こ のとき被害が多かったのは中 ・北部

の山間部及び山ろく地帯の早植栽培で,平 坦部でもかな

りの発生があり,発 病時期は本田初期から中期にわたる

第1表 九州におけるイネ縞葉枯病発生面積の推移

植 物 防 疫 九 州 地 区 協 議 会 資 料 に よ る(沖 縄 県 を 除 く九 州7

県)。

作 付 面積(ha)

1961年433,5001965年424,000

1970年375,4001975年357,600

1980年301,1001985年293,300

場合が多いようであった3・4,6)。同 じころ,関 東地方以西

の本州及び四国の各地で本病の多発生が認められた。関

東地域ではその後も多発生状態が続き,特 に77年 以降は

常発的な発生となった。九州地域で本病の発生が下降状

態 にな ったのは69年 か らで,81年 に は発生面積 は

6,522haに 減少 し,近 年にない少発生であった。なお,

北海道地方では85年 に本病は前例のない多発生となった。

九州地域における85年 の発生の状態は,発 生地域,発

病時期ともに60年 代の流行時とは異なるものである。イ

ネのウイルス病のなかには,萎 縮ウイルスーツマグロヨ

コバイ,イ ナヅマヨコバイのように媒介能力に地域差が

認 められているものもあり,ま た最近,ヒ メ トビウン

カには2つ の個体群が存在することも示唆されている51。

本稿では,85年 九州における本病多発生の要因解析の一

環 として,筑 後産のヒメ トビウンカについてイネ縞葉枯

ウイルス(RSV)の 媒介能力を調べた結果を報告する。

試 験 方 法

1.供 試虫

供試したヒメトビウンカは,九 州農試場内(筑 後市和

泉)採 集虫あるいはその後代である。試験1で は,83年

6月,コ ムギ刈取期の畑周辺のスズメノテッポウなどイ

ネ科雑草中から採集 した成虫の後代で,イ ネの幼苗で飼

育 を続けた成虫及び5齢 幼虫を供試 した。飼育に供 した

イネに発病はなく,無 毒虫と認められる。試験2で は,

85年10月17日,水 田周辺のメヒシバ,ア キメヒシバ,ニ

ワホコリなどのイネ科雑草中から採集 した成虫のうち雌

虫 を直ちに供試 した。雄成虫は生存期間が短いため,供

試 をしなかった。場内では本病の発生は極めて少なく,

ヒメ トビウンカの生息数も少なかった。試験3で は,翌

10月18日,場 内の別の水田周辺のイネ科雑草中から採集

した成虫約50頭 をイネ幼苗で飼育 し,そ の次世代の成虫

を供試した。飼育に供 したイネの幼苗に発病はなく,供

試虫は無毒虫と認められる。
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第2表 筑後産 ヒメ トビウンカによるイネ縞葉枯 ウイルスの獲 得媒介率

2.獲 得吸汁

病株は,試 験1で は83年7月30日 に場内の水田から採

取 した分けつ期のイネ株を供 した。試験2,3で は,85

年10月14日 に福岡県岡垣町の水田から採取した刈取期の

イネ株を供 した。ヒメトビウンカのRSV獲 得媒介率は

成虫が高 く,老 齢幼虫がこれに次ぎ,若 齢幼虫は低いこ

とが明らかにされたので8),獲 得媒介率が高い成虫ある

いは5齢 幼虫を供 した。病株の獲得吸汁日数は,試 験1,

2で は2日 間,試 験3で は3日 間とした。獲得吸汁時の

気温は,試 験1で は昼間最高38℃,夜 間27℃ で,自 然日

長である。試験2,3で は23℃(恒 温)の 長 日照明であ

る。

3.接 種

接種に供 した植物は,い ずれも幼苗の鉢(径12cm)植

で ある。試験1で はイネ(台 中在来1号),試 験2,3

で は秋冬季間であったためイネ(日 本晴)と コムギ(ア

オバコムギ)そ れぞれ1本 の寄せ植である。獲得吸汁の

終ったウンカは,個 体別に径4.5cm,高 さ25cmの 管 に移

して植物につけた。植物は数日ごとに取 り換え,ウ ンカ

の生存中これを続けた。接種の終った植物は温室内で栽

培 し,発 病の有無を観察 した。このときの室温は,試 験

1で は昼間最高40℃,夜 間28℃ で あり,試 験2,3で は

昼間最高25℃,夜 間18℃ で,と もに自然日長である。

結 果 及 び 考 察

筑後市和泉の九州農試場内から採集 したヒメトビウン

カの獲得媒介虫率を調べた。供試虫の生存期間は,試 験

1で は2～3週 間,試 験2で は3週 間,試 験3で は約4

週 間であったが,RSV媒 介個体は1週 間前後の虫体内

潜伏期を経て永続的に媒介が認められた。試験1,2,

3の 結果を第2表 に示したが,RSVの 獲得媒介虫率は,

試験1の 雌成虫100%,5齢 幼 虫67%,試 験2の 採集雌

成虫78%,試 験3の 雌成虫90%,雄 成虫88%で あ った。

この試験ではヒメ トビウンカがRSVを 獲得 しやすい成

虫あるいは5齢 幼虫を供したものの,獲 得吸汁の日数及

び試験期間中の気温は異なっているが,3試 験を通じて

獲得媒介虫率はいずれも高い結果が得られ,獲 得媒介虫

率の平均は86%で ある。したがって,筑 後産ヒメ トビウ

ンカのRSV媒 介能力は関東地方のヒメ トビウンカSiと

同様 に高率であることが認められる。NODA5)に よると,

ヒメ トビウンカは西 日本と東 日本とでは細胞質不和合性

があることを示しているが,本 試験結果からRSVの 媒

介能力においては西 日本と東 日本 とでは差異はないよう

に推定 される。また,イ ネ萎縮ウイルスーツマグロヨ

コバイ,イ ナヅマヨコバイでみられている媒介能力の顕著

な地域差71も ヒメ トビウンカでは認められないことにな

る。

筑後産ヒメ トビウンカの成虫あるいは5齢 幼虫は,病

イネを吸汁することによって殆んど全部の個体が保毒虫

となり得ることが明らかにされ,RSVの 経卵伝染 とも

関連 して,本 病は九州においても蔓延しやすいことが示

唆 される。今後は,暖 地における保毒虫密度の推移を明

らかにし,主 要な感染時期を把握することが必要になる。

なお,85年 の多発生要因の解析にはヒメトビウンカの

殺虫剤抵抗性の解明も重要な問題である。本病の被害が

多かった南西部地域は毎年セジロウンカ,ト ビイロウン

カの飛来が多 く,そ の防除に殺虫剤の使用量が多いため,

土着のヒメ トビウンカは自ず と薬剤抵抗性が発達する結

果になっている。これに対 しては,確 実に有効な殺虫剤

の検索が緊急課題である。 また,ヒ メトビウンカは東シ

ナ海洋上で捕獲されるウンカのなかではセジロウンカ,

トビイロウンカに次いで多い種であり,RSVの 保毒虫

が低率ながら捕獲された例 もある 。しか し,ヒ メ トビ

ウンカは九州で周年生息 しているため九州本土及び島嶼

での洋上飛来の証明は難 しい。長期的な視点では九州地

域に発生するヒメトビウンカは大陸の影響 を受けている

ことも考えられるが,イ ネグラッシースタント病でみら

れたような海外飛来の保毒虫 がその年の被害に直接影

響する問題については,今 後慎重に解明を要する課題で

ある。
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